
項番 評価項⽬ 評価基準
主な評価のポイントなど

（例⽰）
配点 基準点

1

業務理解 本業務の⽬的、総合機構のサイバーセキュリティ対策の現状把握・⾃律的改善
活動の⽀援、標的型メール訓練による知⾒向上の⽬的を理解しているか。
また、総合機構の業務特性、情報セキュリティ・個⼈情報保護上の留意点、監
査対象となる重要情報資産・情報システムの性質を踏まえた提案となっている
か。

以下を⼗分に理解し、これらを踏まえた提案となっているか。
・総合機構の社会的役割及び業務特性
・サイバーセキュリティ対策の現状把握と継続的改善の必要性
・重要情報資産を扱う情報システム及び統合基盤の特性
・資料閲覧で把握した過去の監査結果、監査対象システム及びサイバーセキュ
リティポリシー
本業務により仕様書に掲げる⽬的を達成できることが、具体的かつ論理的に⽰
されているか。

120 60

2

実施計画・監査実施⽅法 監査全体のスケジュール、実施⼯程、使⽤ツール・機器、対象システム別の進
め⽅、関係者へのインタビュー・資料閲覧・必要に応じた視察等の監査⼿続
が、実効性及び具体性をもって⽰されているか。
特に、重要情報資産を扱う情報システム２システム（うち１システムは統合基
盤を含む。）の監査を、マネジメント・情報システム・外部委託先の観点から
適切に実施できる計画となっているか。

・契約締結後から令和９年３⽉末までの各⼯程、成果物、会議及びレビュー時
期が明確か。
・対象２システムの監査を、マネジメント、情報システム、外部委託先の各観
点から漏れなく実施できるか。
・インタビュー、規程・証跡の閲覧、必要に応じた現地視察等について、対
象、⼿順、担当、想定⼯数が具体的か。
・監査、標的型メール訓練、教育資料作成を並⾏しても、特定要員への過度な
集中や⼯程遅延が⽣じない計画か。
・企画提案書には⼯数だけでなく、その配分根拠及び重点項⽬が明記され、内
容が妥当か。

220 110

3

情報セキュリティ監査の専⾨
性及び実⾏能⼒

政府機関等のサイバーセキュリティ対策のための統⼀基準等、総合機構の規程
類及び関連ガイドラインを踏まえ、整備状況・運⽤状況・準拠性を適切に確認
できる監査⼿法が⽰されているか。
検出事項について、問題点、改善項⽬、対応優先度、推奨する運⽤管理⽅法
を、根拠に基づき整理できる能⼒があるか。

・仕様書に掲げる基準、規程及び参考ガイドラインを、監査項⽬や監査⼿続に
具体的に落とし込んでいるか。
・整備状況、運⽤状況及び準拠性について、確認資料、質問、証跡、判定⽅法
が具体的に⽰されているか。
・過去の監査結果及び⾃⼰点検結果を踏まえ、再発・未改善・新規リスクを確
認する⽅法が⽰されているか。
・検出事項の事実確認、原因分析、リスク評価、対応優先度の判定及び改善提
案の考え⽅が妥当か。
・提案内容を円滑に実施できる知識、ノウハウ及び類似業務実績が⽰されてい
るか。

260 130

4

標的型メール訓練及び教育⽀
援

最⼤1,900⼈を対象とした標的型メール訓練を２回実施するための環境、訓練
設計、送信管理、アクセス状況の集計、結果分析の⽅法が具体的か。
また、訓練結果を踏まえた教育⽤資料及び周知メール⽂案について、近時の標
的型メールのトレンドや確認ポイントを踏まえ、総合機構職員の意識向上に資
する内容を提案しているか。

・訓練メールのテーマ、難易度、２回の訓練の関係、送信管理及び不測事態へ
の対応⽅法が具体的か。
・最⼤1,900⼈への送信、Webサイトへのアクセス状況等の集計を安全かつ確
実に⾏える環境か。
・開封率、開封者、所属部署別の傾向等を適切に分析し、結果を視覚的に⽰す
⽅法が提案されているか。
・２回⽬の訓練後、訓練結果を踏まえて教育資料及び周知メール⽂案を作成
し、総合機構の確認・修正指⽰を反映する⼯程が⽰されているか。
・教育資料が新⼊職員等への再利⽤・加筆修正を考慮した内容及び形式となっ
ているか。

160 80

5

監査報告書・成果物の品質 監査報告書に、監査⽬的、基準、実施内容、範囲、基準⽇・実施期間、監査
⼈、監査所⾒等を体系的に記載できるか。
改善推奨事項について、⼀般的な対応⽅法に加え、総合機構のIT環境を踏まえ
た対応⽅法及び優先度を明確に⽰せるか。成果物を加⼯可能な形式・PDF形式
等で適切に納品できるか。

・監査対象及び読者に応じ、事実、基準、原因、リスク、評価及び改善推奨事
項が明確に区分された構成か。
・改善推奨事項には、⼀般的な対応だけでなく、総合機構のIT環境を踏まえた
実⾏可能な対応⽅法と優先度が⽰されるか。
・聴取結果、改善事項、標的型メール訓練結果等を、⽐較・判断しやすい表や
図で⽰す⼯夫があるか。
・総合機構によるレビュー、認識合わせ、修正指⽰及び最終版確定の⼯程が明
確か。
・加⼯可能なファイル、PDF、図表の元データ及び監査証跡を整理して納⼊で
きるか。

160 80

6

実施体制・要員資格・品質管
理体制

統括責任者、監査⼈、監査補助者、アドバイザーからなる監査チームが編成さ
れ、必要な資格・経験を有する専⾨家が適切に配置されているか。
また、情報セキュリティ対策の管理体制、品質保証体制、インシデント時の連
絡体制、資料の不正変更等への対応体制が具体的に⽰されているか。

・統括責任者、監査⼈、監査補助者及びアドバイザーの役割、責任、指揮命令
系統及び稼働が明確か。
・仕様書で必須とする資格・実績を満たした上で、本業務に有⽤な追加の資
格、経験⼜は専⾨性を有しているか。
・監査業務と標的型メール訓練・教育⽀援の双⽅に必要⼗分な要員が配置さ
れ、⽋員時の代替体制があるか。
・成果物の品質レビュー、進捗・課題管理、インシデント時の連絡及び資料の
不正変更を防⽌・検知する体制が具体的か。
・再委託を⾏う場合、対象業務、役割分担、責任及び情報セキュリティ管理⽅
法が明確か。

200 100

ワーク・ライフ・バランス等
の推進に関する指標
⼥性活躍推進法に基づく認定
（えるぼし認定企業・プラチ
ナえるぼし認定企業）

プラチナえるぼし認定：40点
3段階⽬（全認定基準5つ〇）：30点
2段階⽬（認定基準の３〜４つ○）：20点
1段階⽬（認定基準の１〜２つ○）：10点
⾏動計画策定段階：5点

40 ―

次世代法に基づく認定（くる
みん認定企業・トライくるみ
ん認定企業・プラチナくるみ
ん認定企業）

プラチナくるみん認定：20点
くるみん/トライくるみん認定：10点

20 ―

若者雇⽤促進法に基づく認定
（ユースエール認定企業）

ユースエール認定：20点

20 ―

合計 1200 560

令和８年度情報システム監査業務 評価基準書（案）

7

⼥性活躍推進法、次世代法、若者雇⽤促進法に基づく認定状況を評価する。企画提案書には含めず、認定状況を証する書類により確認する。


